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一般財団法人さっぽろ産業振興財団 

平成 2８年度デザイン活用型製品開発支援事業公募要領 
 

平成２８年６月 

一般財団法人さっぽろ産業振興財団  

産業企画推進部 

１．事業の目的 

本事業では、新製品開発や新事業展開を目指す意欲のある市内中小企業に対して、

「製品開発プロデューサー」及びマーケティング、セールス、ブランディング、デ

ザイン、知的財産等の各分野の専門家である「製品開発アドバイザー」により構成

される支援チームを派遣し、製品開発におけるプロセスの入口から出口まで一貫し

た支援を行うことで、市内製造業の競争力及び成長性を高め、札幌市経済の活性化

に寄与することを目的としています。 

２．事業内容 

  ①支援内容について 

   札幌市内の意欲のある中小企業に対して、製品開発プロデューサーが具体的な支援

計画を策定するとともに、マーケティング、セールス、ブランディング、デザイン、

知的財産等の各分野の専門家である製品開発アドバイザーを企業の相談内容に応じて

選定し、支援チームを結成して企業の新製品開発、新事業展開の取組を支援します。

（費用負担：無料） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※製品開発中にかかる、デザイン・試作・営業・販売促進費用等の経費は企業負担となります。 



 

  ～こんな相談をお待ちしています！～
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  ②製品開発プロデューサーのご紹介

 

 

③支援決定までのフロー
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製品開発プロデューサー及び専門家の
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3. 

ご提出いただいた申請書をもとに審査を行い、結果を通知します。

支援企業件数は

＜審査基準＞

2. 

ご提出いただいたい申請書類等をもとにヒアリングを実施します

5. 

展示会「ビジネスＥＸＰＯ」等に出品し、支援を受け開発した商品等のＰＲを行う予定です。
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ア．デザイン活用型製品開発支援事業審査申込書（様式１

イ．企業・団体の登記簿謄本（現在事項証明）、定款、パンフレットなど

ウ．最近３期分の決算報告書（賃借対照表、損益計算書、販売管理費内訳、

エ．納税状況申出書（支援決定後、市税の納税証明書を提出していただきます）

 

●具体的な商品アイディア又は試作品を有すること

●事業を推進するにあたり、

であること

●完成した製品の新たな市場参入等の成長意欲を有すること

３．支援の対象者
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(6) ・発行済株式総数又は出資金額の過半数を、同一の大企業（中小企業者以外の企業）が所有、又は出資していないこと

・発行済株式総数又は出資金額の

・大企業
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配布しているほか、ホームページ（

ンロードできます。

 

 

 

 

 

 

   

５．その他

○ 申請書及び添付書類は返却しませんのでご了承ください。

○ 本事業では、申請書類の取り扱いは厳重に行います。

○ 提出された申請書類や事業報告書等は札幌市情報公開条例に基づく「公文書」と

なり、

○ 採択案件の内容は、原則として一般に公表します。また、支援対象
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原価報告書及び利益処分案）の写し

エ．納税状況申出書（支援決定後、市税の納税証明書を提出していただきます）
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上記のほか、下記の要件をすべて満たす方が対象となります。

 製造業等を営

もの）で、下記の分野における製品開発に取り組むもの

 

 市内に本社を有していること

 市内で引き続き１年以上同一事業を営んでいること

 市税を滞納していないこと

 地方自治法施行令第
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・大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の過半数を占めていないこと
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①食関連分野

⑤バイオ関連分野
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具体的な商品アイディア又は試作品を有すること
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書等の様式（別紙１～３

配布しているほか、ホームページ（

ンロードできます。 

申請書及び添付書類は返却しませんのでご了承ください。

本事業では、申請書類の取り扱いは厳重に行います。

提出された申請書類や事業報告書等は札幌市情報公開条例に基づく「公文書」と

原則として情報公開請求の対象となります。

採択案件の内容は、原則として一般に公表します。また、支援対象

①食関連分野 ②環境関連分野

⑤バイオ関連分野

ア．デザイン活用型製品開発支援事業審査申込書（様式１

イ．企業・団体の登記簿謄本（現在事項証明）、定款、パンフレットなど

ウ．最近３期分の決算報告書（賃借対照表、損益計算書、販売管理費内訳、

原価報告書及び利益処分案）の写し

エ．納税状況申出書（支援決定後、市税の納税証明書を提出していただきます）

具体的な商品アイディア又は試作品を有すること

事業を推進するにあたり、デザイン・

完成した製品の新たな市場参入等の成長意欲を有すること

下記の要件をすべて満たす方が対象となります。

む中小企業者（中小企業基本法第２条で定める中小企業に該当する

で、下記の分野における製品開発に取り組むもの

市内に本社を有していること 

市内で引き続き１年以上同一事業を営んでいること

市税を滞納していないこと 

条の 4の規定による、札幌市における一般競争入札等の参加制限を受けていないこと

・発行済株式総数又は出資金額の過半数を、同一の大企業（中小企業者以外の企業）が所有、又は出資していないこと

・発行済株式総数又は出資金額の 2/3 以上を、（複数の）大企業が所有、又は出資していないこと

の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の過半数を占めていないこと

書等の様式（別紙１～３）は、（一財）さっぽろ産業振興財団

配布しているほか、ホームページ（http://www.sec.or.jp/other/782.html

申請書及び添付書類は返却しませんのでご了承ください。

本事業では、申請書類の取り扱いは厳重に行います。

提出された申請書類や事業報告書等は札幌市情報公開条例に基づく「公文書」と

情報公開請求の対象となります。

採択案件の内容は、原則として一般に公表します。また、支援対象

②環境関連分野

⑤バイオ関連分野 ⑥IT 関連分野

3 

ア．デザイン活用型製品開発支援事業審査申込書（様式１

イ．企業・団体の登記簿謄本（現在事項証明）、定款、パンフレットなど

ウ．最近３期分の決算報告書（賃借対照表、損益計算書、販売管理費内訳、

原価報告書及び利益処分案）の写し 

エ．納税状況申出書（支援決定後、市税の納税証明書を提出していただきます）

具体的な商品アイディア又は試作品を有すること

デザイン・試作・営業・販売促進費用等の実費負担が可能

完成した製品の新たな市場参入等の成長意欲を有すること

下記の要件をすべて満たす方が対象となります。

（中小企業基本法第２条で定める中小企業に該当する

で、下記の分野における製品開発に取り組むもの

 

市内で引き続き１年以上同一事業を営んでいること

の規定による、札幌市における一般競争入札等の参加制限を受けていないこと

・発行済株式総数又は出資金額の過半数を、同一の大企業（中小企業者以外の企業）が所有、又は出資していないこと

以上を、（複数の）大企業が所有、又は出資していないこと

の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の過半数を占めていないこと

（一財）さっぽろ産業振興財団

http://www.sec.or.jp/other/782.html

申請書及び添付書類は返却しませんのでご了承ください。

本事業では、申請書類の取り扱いは厳重に行います。

提出された申請書類や事業報告書等は札幌市情報公開条例に基づく「公文書」と

情報公開請求の対象となります。

採択案件の内容は、原則として一般に公表します。また、支援対象

②環境関連分野 ③健康・福祉関連分野

関連分野 

ア．デザイン活用型製品開発支援事業審査申込書（様式１

イ．企業・団体の登記簿謄本（現在事項証明）、定款、パンフレットなど

ウ．最近３期分の決算報告書（賃借対照表、損益計算書、販売管理費内訳、

エ．納税状況申出書（支援決定後、市税の納税証明書を提出していただきます）

具体的な商品アイディア又は試作品を有すること 

試作・営業・販売促進費用等の実費負担が可能

完成した製品の新たな市場参入等の成長意欲を有すること

下記の要件をすべて満たす方が対象となります。

（中小企業基本法第２条で定める中小企業に該当する

で、下記の分野における製品開発に取り組むもの

市内で引き続き１年以上同一事業を営んでいること

の規定による、札幌市における一般競争入札等の参加制限を受けていないこと

・発行済株式総数又は出資金額の過半数を、同一の大企業（中小企業者以外の企業）が所有、又は出資していないこと

以上を、（複数の）大企業が所有、又は出資していないこと

の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の過半数を占めていないこと

（一財）さっぽろ産業振興財団

http://www.sec.or.jp/other/782.html

申請書及び添付書類は返却しませんのでご了承ください。

本事業では、申請書類の取り扱いは厳重に行います。

提出された申請書類や事業報告書等は札幌市情報公開条例に基づく「公文書」と

情報公開請求の対象となります。 

採択案件の内容は、原則として一般に公表します。また、支援対象

③健康・福祉関連分野

ア．デザイン活用型製品開発支援事業審査申込書（様式１～３）

イ．企業・団体の登記簿謄本（現在事項証明）、定款、パンフレットなど

ウ．最近３期分の決算報告書（賃借対照表、損益計算書、販売管理費内訳、

エ．納税状況申出書（支援決定後、市税の納税証明書を提出していただきます）

試作・営業・販売促進費用等の実費負担が可能

完成した製品の新たな市場参入等の成長意欲を有すること 

下記の要件をすべて満たす方が対象となります。 

（中小企業基本法第２条で定める中小企業に該当する

で、下記の分野における製品開発に取り組むもの 

市内で引き続き１年以上同一事業を営んでいること 

の規定による、札幌市における一般競争入札等の参加制限を受けていないこと

・発行済株式総数又は出資金額の過半数を、同一の大企業（中小企業者以外の企業）が所有、又は出資していないこと

以上を、（複数の）大企業が所有、又は出資していないこと

の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の過半数を占めていないこと 

（一財）さっぽろ産業振興財団

http://www.sec.or.jp/other/782.html

申請書及び添付書類は返却しませんのでご了承ください。 

本事業では、申請書類の取り扱いは厳重に行います。 

提出された申請書類や事業報告書等は札幌市情報公開条例に基づく「公文書」と

採択案件の内容は、原則として一般に公表します。また、支援対象

③健康・福祉関連分野 

） 

イ．企業・団体の登記簿謄本（現在事項証明）、定款、パンフレットなど 

ウ．最近３期分の決算報告書（賃借対照表、損益計算書、販売管理費内訳、

エ．納税状況申出書（支援決定後、市税の納税証明書を提出していただきます）

試作・営業・販売促進費用等の実費負担が可能

（中小企業基本法第２条で定める中小企業に該当する

の規定による、札幌市における一般競争入札等の参加制限を受けていないこと

・発行済株式総数又は出資金額の過半数を、同一の大企業（中小企業者以外の企業）が所有、又は出資していないこと

以上を、（複数の）大企業が所有、又は出資していないこと 

（一財）さっぽろ産業振興財団 産業企画推

http://www.sec.or.jp/other/782.html）からもダウ

提出された申請書類や事業報告書等は札幌市情報公開条例に基づく「公文書」と

採択案件の内容は、原則として一般に公表します。また、支援対象事業者に対して

 ④製造関連分野

 

ウ．最近３期分の決算報告書（賃借対照表、損益計算書、販売管理費内訳、 

エ．納税状況申出書（支援決定後、市税の納税証明書を提出していただきます） 

試作・営業・販売促進費用等の実費負担が可能

（中小企業基本法第２条で定める中小企業に該当する

の規定による、札幌市における一般競争入札等の参加制限を受けていないこと 

・発行済株式総数又は出資金額の過半数を、同一の大企業（中小企業者以外の企業）が所有、又は出資していないこと 

産業企画推進部で

）からもダウ

提出された申請書類や事業報告書等は札幌市情報公開条例に基づく「公文書」と 

事業者に対して

④製造関連分野 

試作・営業・販売促進費用等の実費負担が可能

（中小企業基本法第２条で定める中小企業に該当する

 

で

）からもダウ

 

事業者に対して
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は、今後、本事業の成果による売上を報告していただく（事業終了後５年間）ほか、

（一財）さっぽろ産業振興財団及び札幌市が行う成果普及等の事業に対して協力して

いただく場合があります。 

 

６．申請の受け付け・お問い合わせ先 

一般財団法人さっぽろ産業振興財団 産業企画推進部 担当：松下、村本 

〒003-0005 札幌市白石区東札幌５条１丁目１番１号 札幌市産業振興センター 

TEL：０１１－８２０－２０６２  FAX：０１１－８１５－９３２１ 

http://www.sec.or.jp/other/782.html 


